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おわりに
はじめに
経済行政組織の特徴は何か。佐藤英善『経済行政法』〔成文堂、1990年〕
は、次の４点を指摘している。要約すれば、その第一は、多元性、第二
は、高度の政策的・専門的判断の必要性に由来する一般行政を担う通常の
行政組織とは異なる機構・制度の必要性、第三は、多数のいわゆる特殊法
人の存在、そして、第四に、特有の国・地方関係の存在が指摘されて
(１)
いる。したがって、経済行政組織の課題も、それらの特徴に応じてそれぞ
れ存在し、総合調整問題、審議会制度等の附属機関の役割・機能問題、特
殊法人制度問題、中央集権問題が指摘されて
(２)
いる。
日本では、中央省庁等改革基本法（平成10年６月12日法律第103号）を基
礎とし、その後、平成11年７月16日に公布された一連の中央省庁改革関連
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諸立法によって、2001年１月６日より、国家行政組織は、内閣府の創設を
はじめとする新たな編成へと衣替えするとともに、同じく平成11年７月16
日に公布されたいわゆる地方分権一括法の施行によって、2000年４月１日
から国・地方関係も新たな段階へと
(３)
移り、現在に至っている。しかも、中
央省庁編成に関しては、2001年１月の中央省庁再編後も、防衛庁の省への
昇格が実施された（2007年１月９日）ほか、経済行政組織との関係では、
観光振興行政との関連で、観光立国の実現に向けて、魅力ある観光地の形
成、国際観光の振興その他の観光に関する事務を行うことを任務（平成20
年５月２日法律第26号による改正後の国土交通省設置法（平成11年７月16日法
律第100号）43条）とする観光庁が2008年10月１日、国土交通省の外局とし
て新設された（同法41条１項）。また、消費者保護行政との関連では、消費
者庁及び消費者委員会設置法（2009年６月５日法律第48号）、そして、消費
者庁及び消費者委員会設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
（2009年６月５日法律第49号）が公布され、消費者庁および消費者委員会が
2009年９月１日に内閣府の外局として設置されることになるなど、さらな
る編成替えが行われている。
また、国・地方関係にかかわっても、地方分権改革推進委員会（地方分
権改革推進法（平成18年12月15日法律第111号）９条）での、例えば、経済行
政分野にかかわるものの一例として、経済産業省の経済産業局や、農林水
産省の地方農政局といった地方支部分部局（いわゆる国の地方出先機関）の
再編案が審議され、第２次勧告（平成20年12月
(４)
８日）においてその組織改
革案として、経済産業局、地方農政局ともに、特定の行政分野に偏らな
い、各府省に対する総合的な調整機能を有する内閣府の地方支分部局へと
組織改編を行う案（具体的には、前者の事務・権限と、後者の事務・権限のう
ち直轄公共事業の実施以外の機能を、新設する地方振興局（仮称）にまとめ、
後者の分掌する直轄公共事業の実施の機能を、新設する地方工務局（仮称）に
まとめる。）が示されるなど、国・地方関係に係る変革の可能性も存する。
本稿では、そのうち、国の中央の行政組織に焦点を絞り、かつ、2001年
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１月の中央省庁再編の前後の時期における経済行政組織の法制・編成を考
察の対象と
(５)
する。
一 経済行政組織の法制・編成の考察の観点
経済行政組織の法制・編成の考察を進めるに当たって、いかなる観点か
らこれを行うかがさらに問われる。本稿では、次の２つの観点、すなわ
ち、①総合調整システムに係る組織法制・組織編成の観点、そして、②い
わゆる特殊法人など一般経済行政組織外の経済行政関係組織体の法制・編
成状況の観点からの検討、考察を試みることにする。
１ 総合調整システムに係る組織法制・組織編成の観点
行政の作用・活動が拠るべき諸原則の１つとして、「効率性」を挙げる
ことができよう。ここにいう「効率性」とは、簡潔に言えば、「最少の経
費で最大の効果を挙げる」（自治２条14項）ということで
(６)
あるが、これを現
実のものとするには、関連する行政の諸政策、作用・活動が、矛盾抵触す
ることがないことが不可欠である。換言すれば、行政運営の統一性の確保
が強く要請される。そして、行政組織法制・編成の場面でこの要請に応え
るためには、組織編成の一元化を図ることや、あるいは、関係ある複数の
行政組織・行政機関の分立・併立を前提として、その間の調整の各種の仕
組み（例えば、別に調整機関や協議機関を設けるなどの組織法的なそれや、調
整や協議のための手続法的なそれ）を設けることなどの措置が講じられるこ
とが必要となろう。
一方で、行政事務の分担管理の原則（内３条１項、行組５条１項）のも
と、各大臣が、国の行政事務を分担管理し、事務処理をなすことにより、
当該行政事務についての責任の所在を明らかにすることが可能で、また、
必要でもあるが、他方で、行政運営の統一性の確保もまた同じように要請
される。行政機関は、一の行政主体が責任を負う行政事務を処理するため
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に置かれるのであり、また、その行政主体の行政作用・活動、あるいは、
施策は、全体として矛盾衝突の生じることのないようにしておかなければ
ならないはずであるからである。かりに矛盾衝突が生じてしまった場合の
調整のための作用法上、手続法上の仕組みを用意しておくとしても、それ
以前に、組織・機関の組織法制上において、予めそのおそれを防除してお
くことが不可欠である。それ故、国家行政組織法（昭和23年７月10日法律
第120号）は、「国家行政組織は、…（中略）…、任務及びこれを達成する
ため必要となる明確な範囲の所掌事務を有する行政機関の全体によつて、
系統的に構成されなければならない。」（行組２条１項）と定めるとともに、
「国の行政機関は、…（中略）…、すべて、一体として、行政機能を発揮
するようにしなければならない。」（行組２条２項前段）と規定しているの
である。
したがって、「経済行政主体が多元的に存在していること」（多元性）
が、経済行政組織の特色の１つで
(７)
あるのであれば、むしろそれだけ一層強
く、経済行政の運営の統一性の確保もまた要請されることになろう。そこ
で、経済行政組織における総合調整システムの近時のありようを考察す
る。
２ 特殊法人等の一般経済行政組織外の経済行政組織体の法制・編成の
観点
?特殊法人が数多く設立されて経済行政機能を果たしていること」もま
た、経済行政組織の特色の１つとしてすでに指摘されて
(８)
いる。ここにいう
特殊法人のなかには、法律により直接に設立された法人または特別の法律
により特別の設立行為をもって（具体的には、政府の命ずる設立委員によっ
て）設立された法人であって、現在では総務省設置法（平成11年７月16日
法律第91号）４条15号により総務省による新設、廃止等の審査に服する狭
義の特殊法人のほかに、特別の法律に基づいて、民間人が発起人になって
設立が行われ、設立や定款などについて主務大臣の認可を要するとされる
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法人である認可法人が含まれて
(９)
いる。
ある事務なり事業なりを国の行政事務として処理する必要があるとの判
断がなされた場合であっても、それを通常の行政組織・行政機関において
分担し処理するとしたならば、組織法をはじめとする各種の法制上の制約
などから、当該事務事業を効率的に処理できないなどの問題が生じうると
予想されることがある。かかる場合に、事務事業の処理の効率化を図るた
めなどから、通常の行政組織・行政機関よりは弾力的な組織編成や運営を
行いうる組織体を設立して、それに当該事務事業の処理を委ねることが要
請されよう。一般に、このような理由から本来的には特殊法人が設立され
てきたと考えら
(10)
れる。このことは、経済行政分野において特殊法人が数多
く設立されてきたことにももちろん妥当する。のみならず、経済行政分野
においてはその必要性はとりわけて高いといえよう。産業基盤整備、産業
振興、技術開発などに係る支援や助成を目的とする経済行政分野において
は、経済のグローバル化や経済取引における情報通信技術の高度化などに
よって引き起こされる経済の急激な変化などの経済のダイナミズムに即応
した対応が求められるからである。
しかし、周知のとおり、むしろ特殊法人の非効率性、硬直性などの問題
点が多く指摘
(11)
され、行政改革会議の議論などを経て、2001年１月の中央省
庁再編後、特殊法人等改革基本法（平成13年６月21日法律第58号）に基づ
き、特殊法人の整理合理化等の改革が実施された。そこで、2001年１月の
中央省庁再編の前後の時期に限定して、経済行政分野における特殊法人・
認可法人（両者をあわせて、以下、特殊法人等、と呼ぶ。）に係る法制の変遷
や課題等についての考察を行う。
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二 経済行政組織と総合調整システム
１ 2001年１月の中央省庁再編前の状況
(1) 総合調整の権限・機能の組織法制上の状況
すでに指摘した経済行政組織の多元性という特色との関係では、総合調
整をいかに行うかは、いわゆる第２次臨時行政調査会の大きな検討課題の
１つともなっていたことにあらわれているとおり、経済行政をめぐるもっ
とも大きな課題とされて
(12)
きた。
そして、総合調整機能は、内閣を頂点にして行うこととされ、それを補
佐する国家行政組織法上の行政機関として経済企画庁が存在し、さらに、
実際上は経済閣僚会議などを設置して遂行されていたこと、また、経済行
政の個別分野については、なるほど経済行政の中心が通商産業省にあった
とはいえても、分担管理原則のもと当該分野の事務事業を割り当てられた
主務官庁がその分野における総合調整を中心的に行っていたことが、指摘
されて
(13)
いる。
ここで明らかなことは、総合調整機能も、単純に一元化されており、一
段階的なものではなかったということであり、したがって、総合調整シス
テムの機構も簡単なものではないということである。ただし、単純化して
みれば、政治的経済作用過程にもその調整が及び、むしろこの過程におけ
る調整に重きを置いた形で総合調整機能を担っている経済行政組織が内閣
（その内部分掌においては、内閣官房）である一方、主には行政的経済作用
過程における総合調整機能を担うのが中心的には通商産業省であるといえ
よう。もっとも、通商産業省の所管を外れる個別経済行政分野との関連が
生じる事案については、その事案の性質に応じて、当該個別経済行政分野
の主務官庁との調整機能の共管化が生じることになる。その場合にあって
も、しかし、通商産業省ではなく、当該個別経済行政分野の主務官庁が優
先的に調整機能を担う経済行政組織となることは当然ありうる。
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ところで、内閣および通商産業省の各総合調整機能に関する組織法制上
の規定はどのようになっていたであろうか。「総合調整」という文言に主
に着目して確認してみたい。
(2) 内閣の総合調整機能に関する組織法制上の状況
日本国憲法72条には、内閣総理大臣の職務の１つとして行政各部の指揮
監督が明記され、これを受ける形で内閣法（昭和23年１月16日法律第５号）
も、その６条において、「内閣総理大臣は、閣議にかけて決定した方針に
基いて、行政各部を指揮監督する。」と規定している。この内閣総理大臣
の行政各部指揮監督権限およびその行使による総合調整が予定されてい
る。また、同じく内閣法７条では、「主任の大臣の間における権限につい
ての疑義は、内閣総理大臣が、閣議にかけて、これを裁定する。」と規定
し、権限疑義がある場合の、閣議に基づく内閣総理大臣の裁定権限の行使
による総合調整が予定されている。ただし、内閣および内閣総理大臣によ
る総合調整の権限・機能が、それら法規定のなかに包摂され予定されてい
るとはいえても、それとして明記されているわけではない。また、それは
一般的な規定であって、経済行政作用・活動に係る総合調整が特別に想定
されているわけでもない。
これに対して、内閣の補助・補佐機関として設置される内閣官房（内12
条１項）の所掌事務として、「閣議に係る重要事項に関する総合調整その
他行政各部の施策に関するその統一保持上必要な総合調整」が法律上明記
され（昭和32年法律第158号による改正後の内12条２項）、「行政各部の施策に
関するその統一保持上必要な総合調整」の機能を内閣が担うことが明確に
されていた。また、内閣官房に係る事項については、内閣法３条１項にい
う主任の大臣が、内閣総理大臣であることが法律上明記されていた（内18
条）ので、内閣官房が、「行政各部の施策に関するその統一保持上必要な
総合調整」の事務を実際に掌るに当たっては、当該事務を分担管理する大
臣としての内閣総理大臣が、総合調整の機能を担うことにもなる。同様
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に、国家行政組織法３条２項の規定に基づき内閣総理大臣を長とする行政
機関として設置されていた総理府（総理府２条）についても、その任務を
定める総理府設置法（昭和24年５月31日法律第127号）３条の規定が、「総理
府は、次に掲げる国の行政事務を一体的に遂行する責任を行政機関とす
る。」（総理府３条柱書）と定め、その「国の行政事務」のなかに、「各行政
機関の施策及び事務の総合調整」（総理府３条２号）が含まれることを明記
していた。
また、総理府の外局として設置されていた経済企画庁（総理18条、経済
企画庁設置法（昭和27年７月31日法律第263号））についてみれば、「任務」と
の条文見出しの付けられた経済企画庁設置法３条において、同庁の掌る事
務の１つとして、「経済に関する基本的な政策の総合調整」（５号）が明記
されて
(14)
いた。それのみならず、国家行政組織法の一部を改正する法律の施
行に伴う関係法律の整理等に関する法律（昭和58年12月２日法律第78号）に
よる経済企画庁設置法の一部改正によって新たに挿入された、「所掌事務」
との条文見出しを付けられた４条の規定のなかでは、各種の「基本的な政
策及び計画の総合調整に関すること」が、同庁の所掌事務して明記される
ことにな
(15)
った。すなわち、経済企画庁が担う総合調整機能に関しては、貿
易、産業、運輸、一般消費者保護など各種の経済行政分野に関する基本的
な政策・計画の総合調整という形で法律上明記されていたところである。
ただし、その総合調整機能の法的根拠となっている主たるものが、組織法
たる経済企画庁設置法であって、作用法上の根拠を有するものは少数であ
るとの
(16)
指摘がなされていたことには留意すべきであろう。
このように、組織法上内閣および内閣総理大臣に総合調整権限の存する
ことは、たとえそれらの行政機構上の地位から当然の前提と考えられてい
たとしても、内閣の補佐・補助機関たる内閣官房の所掌事務規定（昭和32
年法律第158号による改正後の内12条２項）、国の行政事務を分担管理する行
政機関の１つである総理府の任務に係る規定（総理府３条）、そして、その
総理府の一外局たる経済企画庁の任務に係る規定等に至ってはじめて法律
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上明確化されるところであった。もっとも、前述したことと同様、経済企
画庁に係る規定を除き、それら法規定において規定されていた総合調整権
限は、経済行政領域におけるそれを第一義的なものとして定められていた
わけではない。したがって、2001年１月の中央省庁再編前の、経済行政領
域における内閣総理大臣のそれは、行政事務の分担管理の原則（内３条１
項）に基づいて認められる他の行政大臣の権限と同水準に並ぶ一権限にと
どまるものといわざるをえない。同様に、内閣それ自体の経済行政領域に
かかわる総合調整の権限・機能も、組織法上明確な形を与えられていたと
はいい難い状況であった。
(3) 通商産業省の総合調整機能に関する組織法制上の状況
中央省庁等改革のための国の行政組織関係法律の整備等に関する法律
（平成11年７月16日法律第102号）による廃止前の通商産業省設置法（昭和27
年７月31日法律第275号）に拠ると、次のとおりである。
通商産業省の「任務」に関する規定である３条において、「通商の振興
及び調整」（１号）、「鉱産物及び工業品の生産、流通及び消費の調整」（２
号）、「電気事業、ガス事業及び熱供給事業の運営の調整」（５号）などが
定められ、その「所掌事務」に関する規定である４条においては、「所掌
事務に関する物資（電力を含む。）の総合的な需給に関する政策及び計画そ
の他商鉱工業に関する基本的な政策及び計画を立案すること」（１号）、お
よび、「通商に関する政策、計画及び手続を立案し、並びにこれらの実施
の総合調整を図ること」（６号）が明定されるとともに、「権限」を定める
５条においても、「所掌事務に関する物資（電力を含む。）の生産、配給及
び消費並びに貿易等に関する基本的施策につき企画立案すること」（１号）
が定められていた。
経済行政領域全般にわたりうる通商産業省の総合調整機能は、設置法と
いう組織法上においては、通商分野や各産業分野における、基本的な政
策・施策、計画、手続の企画や立案の作用として具体化されていたところ
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で
(17)
ある。
２ 2001年１月の中央省庁再編後の状況
(1) 再編後の組織編成の状況
2001年１月の中央省庁再編前に指摘されていたことは、再編後にはどの
ような状況となっているかについて確認をしておく。
内閣の補助・補佐機関として新設された内閣府（内閣府設置法（平成11
年７月16日法律第89号）２条）については、その本府に着目す
(18)
ると、総理府
本府、経済企画庁、沖縄開発庁の一府二庁を統合する形でその組織の編成
が行われた。また、経済産業省については、通商産業省を母体として、そ
れに科学技術庁における原子力の安全審査部門の業務・組織とをあわせ
て、その組織が形成さ
(19)
れた。
このような中央省庁の再編成後における、経済行政分野での総合調整シ
ステムのあり方はどうなったであろうか。内閣、経済産業省の順に検討す
るが、結論を先取りし、それを簡潔に述べれば、総合調整システムにおけ
る内閣（その補佐・補助機関の内閣官房・内閣府を含めて）の役割の明確化
を通じた強化と、それに対する、また通商産業省のときとの比較におけ
る、経済産業省の相対的な地位低下が認めうる、と要約できると考える。
(2) 内閣の総合調整機能に関する組織法制上の状況
まず、日本国憲法上の規定、および、内閣法６条・７条の内容に変更は
生じていない。
これに対して、内閣法の一部を改正する法律（平成11年７月16日法律第88
号）による改正によって、内閣官房の所掌事務に関する規定（内12条２項）
が改められた。そして、そこには、「閣議事項の整理その他内閣の庶務」
（同条同項１号）、「内閣の重要政策に関する基本的な方針に関する企画及び
立案並びに総合調整に関する事務」（同条同項２号）、「閣議に係る重要事項
に関する企画及び立案並びに総合調整に関する事務」（同条同項３号）、「行
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政各部の施策の統一を図るために必要となる企画及び立案並びに総合調整
に関する事務」（同条同項４号）、「前三号に掲げるもののほか、行政各部の
施策に関するその統一保持上必要な企画及び立案並びに総合調整に関する
事務」（同条同項５号）、そして、「内閣の重要政策に関する情報の収集調査
に関する事務」（同条同項６号）、と明記されることとなった。
これに対し、この改正前の内閣法12条２項には、「内閣官房は、閣議事
項の整理その他内閣の庶務、閣議に係る重要事項に関する総合調整その他
行政各部の施策に関するその統一保持上必要な総合調整及び内閣の重要政
策に関する情報の収集調査に関する事務を掌る。」と規定されていた。し
たがって、改正の前後を比較すれば、総合調整の権限・機能に関する限り
でも、「内閣の重要政策に関する基本的な方針に関する総合調整に関する
事務」が新たに明確に認められ、所掌事務権限が拡大されていることは明
白である。加えて、当該改正前にあっては、「内閣の重要政策」に係る内
閣官房の所掌事務としては、内閣の重要政策に関する「情報の収集調査に
関する」それのみであったのに対して、当該改正後には、内閣の重要政策
に関する「基本的な方針に関する企画及び立案に関する事務」（２号）が
追加されている。さらに、「閣議に係る重要事項に関する企画及び立案に
関する事務」（３号）や、「行政各部の施策に関するその統一保持上必要な
企画及び立案に関する事務」（６号）が新たに認められ、行政各部の施策
にかかわっては、企画立案作用を通じての統一保持のための総合調整機能
の認められることが明確化されている。
ところで、現行内閣法にいう、端的には、「内閣の重要政策」、ないし、
「内閣の重要政策に関する基本的な方針」（内12条２項１号）とは何かが問
われるところである。内閣法上その内容を明示する規定が置かれていな
い。この点、中央省庁等改革基本法においては、「国政に関する基本方針」
という用語が用いられ、それが、「対外政策及び安全保障政策の基本、行
政及び財政運営の基本、経済全般の運営及び予算編成の基本方針並びに行
政機関の組織及び人事の基本方針のほか、個別の政策課題であって国政上
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重要なものを含む」ものであることが明記されている（省庁改革基６条）。
そして、「国政に関する基本方針」を内閣総理大臣が、内閣の首長として
閣議にかけうるように法制上明確な措置を講じることが定められる（同６
条）とともに、内閣官房の任務・機能のなかに、「国政に関する基本方針
の企画立案」が含まれることを明確化する法政的措置の講じられることも
明記されていたこと（同８条２項・３項）に鑑みると、「内閣の重要政策に
関する基本的な方針」（内12条２項１号）のなかに、「経済全般の運営及び
予算編成の基本方針」（省庁改革基６条）が明らかに含まれていると解する
ことに支障はないであろう。
とするならば、現行内閣法のレベルにおいても、内閣・内閣総理大臣の
総合調整機能が、より積極的、能動的なものになっているというだけでな
く、経済行政領域におけるそれが、改正前と異なり明確に認められるに至
ったと解することができよう。
このことは、次に掲げる４つの事項にもあらわれていると考える。すな
わち、①内閣の職務遂行を補助する新たな行政機関として（内12条
(20)
４項）、
国家行政組織法の対象からは基本的に除外され（行組１条）、その意味で
別異の地位をも有する行政機関として、「内閣の重要政策に関する内閣の
事務を助けること」（内閣府３条１項）とともに、「金融の適切な機能の確
保」や、「経済その他の広範な分野に関係する施策に関する政府全体の見
地からの関係行政機関の連携の確保」を図ることなど（同条２項）を任務
する内閣府が設置されたこと、②内閣府本府に、内閣の重要政策に関して
行政各部の施策の統一を図るために必要となる企画や立案、そして、総合
調整を行うための一機関として、経済全般の運営の基本方針、財政運営の
基本、予算編成の基本方針その他の経済財政政策に関する重要事項につい
て調査審議すること（内閣府19条１項）等の事務を掌る「経済財政諮問会
議」が、「重要政策に関する会議」として設置されること（内閣府18条１
項）、③この経済財政諮問会議の所掌事務を掌理するために特命担当大臣
（内閣府９条１項）たる「経済財政政策担当大臣」（同19条２項）が置かれう
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る
(21)
こと、そして、④内閣府本府における官房および局の所掌に属しない事
務の能率的な遂行のために当該事務を所掌する局長級の分掌職（内閣府17
条１項）たる「政策統括官」が７人置かれ（内閣府17条１項、内閣府本府組
織令（平成12年６月７日政令第245号）１条）、そのうち、３人の政策統括官
が経済財政担当とされている
(22)
こと、にである。
さらに詳しく述べると、上記①に関しては、内閣府の任務に関する規定
である内閣府設置法３条１項にいう「内閣の重要政策」に含まれる事務と
して、「短期及び中長期の経済の運営に関する事項」（内閣府４条１項１
号）、「財政運営の基本及び予算編成の基本方針の企画及び立案のために必
要となる事項」（同条同項２号）、「経済に関する重要な政策（経済全般の見
地から行う財政に関する重要な政策を含む。）に関する事項」（同条同項３号）
があることが、具体的に法定されている。この点は、「内閣の重要政策」、
「内閣の重要政策に関する基本的な方針」（内12条２項１号）とは具体的に
は何かに関して、その内容を明示する規定を置いていない内閣法の場合と
異なる。また、内閣府設置法３条２項にかかわっても、そこに規定されて
いる「経済その他の広範な分野に関係する施策に関する政府全体の見地か
らの関係行政機関の連携の確保」の任務に関係する具体的な所掌事務とし
て、他省の所掌に属するものは除かれるとされるものの、「経済に関する
基本的かつ重要な政策に関する関係行政機関の施策の推進に関すること」
（内閣府４条３項２号）が明文をもって法定されている。
上記②に指摘した経済財政諮問会議は、行政機関概念に係る分類学上、
たしかに、「諮問機関」たる法的性格のものと
(23)
なるが、しかし、諮問を行
い、答申を受ける内閣総理大臣（内閣府19条１項１号・３項）自身が会議の
議長を務め（内閣府21条１項）、あるいは、経済財政政策担当大臣が置かれ
ている場合には、当該大臣が内閣総理大臣に代わり諮問を行い、答申を受
ける（内閣府19条２項・３項）ものの、当該大臣もまた、経済財政諮問会
議の一議員として調査審議にかかわることになっている。このことに鑑み
るならば、経済財政諮問会議には従来型の審議会、諮問機関を超える役
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割・機能が認められているとい
(24)
える。
さらに、④に関しては、政策統括官の職務として共通することは、行政
各部の施策の統一を図るために必要となる事項の企画および立案ならびに
総合調整に関すること（内閣府本府組織令３条１号）とされるところ、その
うち、経済財政担当の政策統括官の分掌事務は、「短期及び中長期の経済
の運営に関する事項」（同条同項同号イ）、「財政運営の基本及び予算編成の
基本方針の企画及び立案のために必要となる事項」（同条同項同号ロ）、「経
済に関する重要な政策（経済全般の見地から行う財政に関する重要な政策を
含む。）に関する事項」（同条同項同号ハ）、そして、「経済に関する基本的
かつ重要な政策に関する関係行政機関の施策の推進に関すること（他省の
所掌に属するものを除く。）」（同条同項３号ロ）などと明定されている。ま
た、経済財政諮問会議の庶務は、政策統括官がそれを処理するものと定め
られている（経済財政諮問会議令４条）。
(3) 経済産業省の総合調整機能に関する組織法制上の状況
設置法に見出すことのできる経済産業省の総合調整機能は、前述（１
2001年１月の中央省庁再編前の状況 (３）通商産業省の総合調整機能に関する
組織法制上の状況）の通商産業省のそれと比べると、経済行政領域の全体
にわたりうるものは極めて限定的であるといえる。
経済産業省設置法（平成11年７月16日法律第99号）上、例えば、その「所
掌事務」に関する規定である４条において、「産業構造の改善に関するこ
と」（３号）、「企業間関係その他の産業組織の改善に関すること」（４号）、
「市場における経済取引に係る準則の整備に関すること」（５号）、「通商に
関する政策及び手続に関すること」（13号）などが定められてはいる。し
かし、通商産業省のときの関係
(25)
規定と比べると明らかなとおり、通商分野
や各産業分野における、基本的な政策・施策、計画、手続の企画や立案の
作用として具体化されていた、経済行政領域全般にわたりうる総合調整機
能は、希薄化されている感が強い。むしろ、同条にみられる、「民間の経
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済活力の向上を図る観点から必要な経済財政諮問会議において行われる経
済全般の運営の基本方針の審議に係る企画及び立案への参画に関し、所掌
に係る政策の企画を行うこと」（２号）との規定にあらわれているとおり、
経済行政領域全般にわたる総合調整機能は主に、前述の内閣府に置かれた
経済財政諮問会議に、したがって、内閣府、ひいては内閣へと移ってお
り、その反面で、経済産業省は、経済行政領域全般にわたる総合調整作用
にかかわっては、補佐的役割を担う経済組織に格下げされたと評すること
ができよう。
３ 課題
結論を先取りし、それを簡潔に述べておいたとおり、総合調整システム
における内閣（その補佐・補助機関の内閣官房・内閣府を含めて）の役割の
明確化を通じた強化と、それに対する、また通商産業省のときとの比較に
おける、経済産業省の相対的な地位低下が認めうる。問題は、経済行政領
域における総合調整作用に関しても、内閣の機能をそのように強化するこ
とが適切であるといえるかである。たしかに、2001年に現実のものとなっ
た中央省庁等改革は、「内閣機能の強化」を第一の目的に掲げて実行され
たものではある（省庁改革基１条）。しかし、そうであるとしても、経済行
政領域における上述のような状況は適切であろうか。これまでも行政改革
の一環として内閣機能の充実・強化のあり方が論議されてきており、例え
ば、第２次臨時行政調査会の「行政改革に関する第３次答申―基本答申
―」（1982年７月３日）においても、内閣機能の強化に関する構想が示され
て
(26)
いる。具体的には、内閣総理大臣に対する補佐・助言機能の強化、内閣
の総合調整機能の強化、内閣官房の充実強化が方策として謳われていたと
ころで
(27)
あるが、それに対しては、政策の立案などの実質的権能を「国権の
最高機関」たる国会から内閣以下の行政の手によって行わしめることを企
図するものといえ、したがって、国会に対して行政権をますます優位させ
ることにつながらないかとの疑念や、少数精鋭による補佐・助言の制度を
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通じての内閣の密室化のおそれが指摘されて
(28)
いたからである。また、直接
には、2001年の中央省庁等改革の基礎となった1997年12月３日の行政改革
会議の最終報告（省庁改革基１条）が内閣機能の強化を最優先課題として
いることに対する批判としてであるが、国会と裁判所の機能の復権・強化
の方策を伴わない内閣機能の強化構想は、現代法治主義の要請に逆行し、
憲法が定める民主主義的統治構造の一層の形骸化を招くものであるとの批
判が加えられて
(29)
いたからである。
そうすると、経済行政領域にみられる上述のような内閣機能の強化の現
状の分析を深め、精確な評価を行うためには、内閣総理大臣の諮問に応じ
て経済全般の運営の基本方針、財政運営の基本、予算編成の基本方針その
他の経済財政政策に関する重要事項について調査審議することなどを掌る
経済財政諮問会議（内閣府19条１項）の活動およびその結果の分析・評価
が不可欠と
(30)
なる。例えば、会議の議員構成や審議手続のあり方が、民主的
な統制という観点からして実効的なものとなっているかが問われ
(31)
よう。
このうち、議員構成に関してみれば、内閣総理大臣が務める議長（内閣
府21条１項）を除く議員は10名以内とされ（内閣府20条）、そのうち、「経
済又は財政に関する政策について優れた識見を有する者のうちから、内閣
総理大臣が任命する者」（内閣府22条１項７号）たる議員、つまり、いわゆ
る民間議員の数は、総数の10分の４以上であることが法律上義務づけられ
ている（内閣府22条３項）。そして、発足当初においては、議員総数10名の
うち４名が民間議員とされ、そのうち、２名が経済界から、２名が学界か
ら選ばれ、この構成はそれ以後も変わってい
(32)
ない。また、審議手続にかか
わっては、議長（内閣総理大臣）または経済財政政策担当大臣（経済財政政
策担当大臣が置かれていない場合にあっては内閣官房長官）が、会議における
審議の内容等を、会議終了後、遅滞なく、適当と認める方法により公表す
る（経済財政諮問会議運営規則（経済財政諮問会議決定平成13年１月６日）６
条）とともに、議事要旨についても同様に、会議の終了後速やかに当該会
議の議事要旨を作成し（同規則７条）、会議が開催された翌日から起算して
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３日以内に公表するよう努めなければならない（経済財政諮問会議における
情報の公開等に係る運営細則（経済財政諮問会議議長決定平成13年２月27日）
２条）とされること、さらには、審議の内容等の公表において会議での意
見の紹介等を行う際は、原則として発言者の氏名を伏す（同細則１条１項）
とされてはいるが、議事要旨では発言者名を明記するとの方針を
(33)
とるなど
の必要な諸措置を講じることを通
(34)
じて、会議の透明性を確保しようとして
いる。
以上のような制度を設け、適正な運用が行われることにより、経済全般
の運営の基本方針をはじめとする経済財政政策に関する重要事項の決定過
程が密室化する危険は生じえないとみえる。しかし、民主的な統制という
視角からみた場合は、十分で実効的な制度となっているであろうか。なお
検討を要することであり、詳細な考察は、後日の課題としたい。
なお、2009年９月16日、鳩山由紀夫・民主党代表を首班とする内閣が成
立し、その下に、内閣総理大臣の直属機関として新たに「国家戦略室」が
内閣官房に設置されることとなった（国家戦略室の設置に関する規則（平成
21年９月18日内閣総理大臣決定。同日実施））。この国家戦略室の任務として、
「経済運営の基本方針に関する企画及び立案並びに総合調整を行う」こと
が掲げられている（同規則１条）一方、経済財政諮問会議は、前・麻生太
郎内閣下における2009年７月17日第21回会議を最後に、その後の日程を未
定としている（2009年11月３日現在）。したがって、国家戦略室についても
前述したことと同様の考察が要請されることになろう。
三 経済行政と一般経済行政組織外の経済行政組織体の
法制・編成
前述のとおり（一 経済行政組織の法制・編成の考察の観点 ２）、こ
こでは、特殊法人等に係る法制の変遷や課題等についての考察を行う。た
だし、特殊法人等の設立状況等については、経済行政の中心に位置
(35)
する行
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政組織・機関である通商産業省、経済産業省の所管に係るそれのみを考察
の対象として取り上げることにする。
１ 2001年１月の中央省庁再編前の状況
特殊法人は、2000年３月１日現在で、78法人が設立されて
(36)
いた。そのう
ち、複数官庁の共管のものを含め、例えば、経済企画庁の所管に係るもの
は、２法人（経済協力銀行、国民生活センター）、通商産業省の所管に係る
ものは、15法人（石油公団、金属鉱業事業団、中小企業総合事業団、中小企業
金融公庫、商工組合中央金庫、電源開発株式会社、日本自転車振興会、日本貿
易振興会、日本小型自動車振興会、新エネルギー・産業技術総合開発機構、水
資源開発公団、地域振興整備公団、環境事業団、国際協力事業団、公害健康被
害補償予防協会）である。
特殊法人という経済行政組織の活用により、産業基盤の整備（例えば、
水資源開発公団、地域振興整備公団）や、産業振興・技術開発の援助（例え
ば、石油公団、中小企業総合事業団、新エネルギー・産業技術総合開発機構）、
また、そのための融資、助成（例えば、中小企業金融公庫、商工組合中央金
庫）が行われていた。
また、通商産業省のいわゆる認可法人（私人が任意に設立する法人ではあ
るが、業務の公共性等の理由により特別の法律によって主務大臣の認可が必要
とされている
(37)
法人）には、次の７法人、すなわち、基盤技術研究促進セン
ター、産業基盤整備基金、情報処理振興事業協会、全国商工会連合会、全
国中小企業団体中央会、日本商工会議所、日本弁理士会があった。このう
ち、例えば、基盤技術研究促進センターは、民間において行われる基盤技
術（＝鉱業、工業、電気通信業および放送業（有線放送業を含む。）の技術その
他電気通信に係る電波の利用の技術のうち通商産業省または郵政省の所掌に係
るものであって、国民経済および国民生活の基盤の強化に相当程度寄与するも
のをいう。）に関する試験研究の促進に関する業務を行うことを目的とし、
通商産業大臣および郵政大臣の認可を得て設立される法人（平成13年法律
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第60号による改正前の技術基盤研究円滑化法（昭和60年法律第65号）２条・６
条・７条・16条）であり、産業基盤整備基金は、民間事業者による法定の
特定産業基盤施設の整備を促進するため、これに必要な資金の借入れに係
る債務を保証してその資金の融通を円滑にすることを目的とし、大蔵大臣
および通商産業大臣の認可を得て設立される法人（昭和62年法律第24号に
よる改正後の民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進整備の促進
に関する臨時措置法（昭和61年法律第77号）14条・15条・24条）である。ま
た、情報処理振興事業協会は、情報処理の振興を図るため、プログラムの
開発および利用の促進ならびに情報処理サービス業等を営む者に対する助
成に関する業務を行なうことを目的とし、通商産業大臣の認可を得て設立
される法人（情報処理の促進に関する法律（昭和45年法律第90号）７条・８
条・17条）である。
２ 2001年１月の中央省庁再編後の状況
(1) 特殊法人等の組織形態等の改革方針
前述のとおり、通商産業省を母体として、それに科学技術庁における原
子力の安全審査部門の組織とをあわせて経済産業省の組織が形成された。
この結果、通商産業省の所管に係る特殊法人は、公害健康被害補償予防協
会を除
(38)
いて、引き続き経済産業省の所管とされた。ただし、科学技術庁の
所管であった核燃料サイクル開発機構が、経済産業省の所管に係る特殊法
人の１つとさ
(39)
れた。認可法人の状況については変化がない。
特殊法人の整理合理化は、たしかに、すでに中央省庁の再編が実施され
る以前に、中央省庁等改革基本法において、「中央省庁等改革の趣旨を踏
まえ」（省庁改革基42条）進められるものとされていたところであるが、認
可法人を含めたその改革は、中央省庁再編後に公布、施行された特殊法人
等改革基本法に基づき本格化する。具体的には、特殊法人等改革基本法５
条にその根拠を置いて策定された「特殊法人等整理合理化計画」（平成13
年12月18日・特殊法人等改革推進本部決定）に基づき、かつ、その後策定、
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決定された「特殊法人等の廃止・民営化等及び独立行政法人の設立等に当
たっての基本方針について」（平成14年10月18日・特殊法人等改革推進本部決
定）に定める方針に従って、特殊法人等の改革が実施された。その結果、
特殊法人等の全般についていえば、なお組織形態としてはそのまま維持さ
れるものも残されはしたが、廃止・民営化の措置が執られたり、新たに独
立行政法人通則法（平成11年７月16日法律第103号）に基づき設立される独
立行政法人へとその組織形態を変更したりすることとなった。
このことを経済産業省の所管に係る特殊法人等に即してみれば、それは
次のとおりとなった。
(2) 経済産業省の所管に係る特殊法人
特殊法人に関しては、そのまま単独で、あるいは、事業の分割や他の特
殊法人等との整理統合などを経るなど、その組織形態変更の経路にはバリ
エーションがみられるものの、いずれにせよ、独立行政法人化されるもの
がもっとも多い結果となった。「特殊法人等整理合理化計画」（平成13年12
月18日）の段階において、そのように決められたのは、金属鉱業事業団、
中小企業総合事業団、日本貿易振興会、新エネルギー・産業技術総合開発
機構、水資源開発公団、地域振興整備公団、核燃料サイクル開発機構、国
際協力事業団の８法人であった。また、このうち、金属鉱業事業団と核燃
料サイクル開発機構の２法人を除く、残りの６法人については、「特殊法
人等の廃止・民営化等及び独立行政法人の設立等に当たっての基本方針に
ついて」（平成14年10月18日）の段階において、「廃止するとともに、事業
の徹底した見直しを行った上で、残る事業を新独立行政法人に承継又は移
管」する対象法人として明記されるに至った。ただし同時に、その後に新
設または統合される後継の独立行政法人の名称（国際協力機構、日本貿易振
興機構、新エネルギー・産業技術総合開発機構、中小企業基盤整備機構、水資
源機構）およびその期日が明らかにされた。
これに対して、前記「特殊法人等整理合理化計画」において、単純に廃
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止とされたのは、石油公団である。また、広い意味で民営化するとされた
のは、電源開発株式会社（完全民営化）と環境事業団（当面、特殊会社化）
の２法人であった。公営競技関係の特殊法人である日本自転車振興会・日
本小型自動車振興会は、集中改革期間（平成18年３月31日までの期間）内に
組織の見直しの検討が行われるものの、当面は特殊法人のまま維持される
こととなった。
中小企業金融公庫・商工組合中央金庫の将来のあり方については、前記
「特殊法人等整理合理化計画」の段階では、他の金融公庫（国民生活・農林
漁業・公営企業・沖縄振興開発）、銀行（国際協力・日本政策投資）とともに、
経済財政諮問会議において平成14年はじめに検討を開始すること、そし
て、内閣は、その検討結果を踏まえて、経済情勢を見極めつつできるだけ
早い時期に結論を得るとされていた。そして、経済財政諮問会議での検討
（「政策金融改革について」（2002年12月13日）、「政策金融改革の基本方針」
（2005年11月29日））が行われ、これを踏まえて政策金融の抜本的改革を行
い、平成20年度から新体制に移行する旨を明記した「行政改革の重要方
針」が閣議決定された（2005年12月24日）。その後、この閣議決定の内容を
着実に実施すべく制定された「簡素で効率的な政府を実現するための行政
改革の推進に関する法律」（2006年６月２日法律第47号。同日施行。以下、行
政改革推進法、と呼ぶ。）において、中小企業金融公庫は2008年度に新たに
設立される政策金融機関（行革推進４条・５条）に統合させる（行革推進10
条１項）一方、商工組合中央金庫は完全民営化すること（行革推進６条１
項）が、明記された。さらに、2006年６月27日の内閣における政策金融改
革推進本部・行政改革推進本部の合同会議による「政策金融改革に係る制
度設計」の決定において、中小企業金融公庫の業務については、上記の行
政改革推進法に規定されるとおり、新たに設立される政策金融機関に承継
されることが確認
(40)
され、商工組合中央金庫については、完全民営化時点の
機関のあり方、移行期のあり方などが具体化さ
(41)
れた。そして、最終的に
は、新政策金融機関として株式会社日本政策金融公庫を設立すること、お
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よび、中小企業金融公庫をはじめ、当該新政策金融機関にその業務を承継
されることになる他の金融公庫・銀行（国民生活・農林漁業の各公庫、国際
協力銀行）の設置の根拠法律を廃止することなどを定める「株式会社日本
政策金融公庫法」（平成19年５月25日法律第57号）が公布され、関係規定の
施行日である2008年10月１日、中小企業金融公庫は解散し、同日、株式会
社日本政策金融公庫が設立された。また、商工組合中央金庫については、
2007年６月１日、「株式会社商工組合中央金庫法」（平成19年法律第74号）
が公布され、同法の施行日である2008年10月１日に、株式会社商工組合中
央金庫へと改組された。
(3) 経済産業省の所管に係る認可法人
認可法人については、前記「特殊法人等整理合理化計画」の段階におい
て、基盤技術研究促進センターおよび産業基盤整備基金は廃止し（ただ
し、後者は、特殊法人の中小企業総合事業団等と統合する形で廃止
(42)
する。）、情
報処理振興事業協会は独立行政法人化する一方で、事業者団体・士業団体
である認可法人（全国商工会連合会・全国中小企業団体中央会・日本商工会議
所・日本弁理士会）はすべて民間法人化することとされていた。また、産
業基盤整備基金・情報処理振興事業協会の２認可法人の取扱いは、前記
「特殊法人等の廃止・民営化等及び独立行政法人の設立等に当たっての基
本方針について」において、「廃止するとともに、事業の徹底した見直し
を行った上で、残る事業を新独立行政法人に承継又は移管」することが確
認された。その後に新設または統合される独立行政法人として明記されて
いる「独立行政法人情報処理推進機構」は、情報処理振興事業協会の後継
の独立行政法人である。また、例えば、廃止された基盤技術研究促進セン
ターの資産等は、独立行政法人通信総合研究所および独立行政法人新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構に承継された。
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３ 課題
独立行政法人通則法に基づく独立行政法人制度は、政策の企画立案機能
と実施機能との両機能に分節し、実施機能を担わせる組織を通常の行政組
織から分離することを通じて、行政機能の減量（アウトソーシング）を実
現することを主たる目的として
(43)
いる。ただし同時に、行政改革会議最終報
告においては、この独立行政法人を特殊法人等の組織形態変更のための仕
組みとして利用しうると考えられているにとまらず、特殊法人等の業務等
の整理合理化を進めたうえで、より積極的に独立行政法人への組織形態の
変更を進めることが考えられている。独立行政法人制度が、特殊法人につ
いて指摘されている問題点（各個別の法律によって時々の要請に基づき設立
されてきた結果生じた組織・運営等に関する共通的な準則の不存在
(44)
など）を克
服することのできる仕組みとなっているとの
(45)
指摘や、独立法人制度とは異
なる特殊な法人制度を存続させるとしても、独立行政法人制度創設のねら
いが生かされるように配慮されるべきとの
(46)
指摘などがみられるからであ
る。
それでは、特殊法人等改革基本法に基づく特殊法人等の改革の結果とし
て、経済行政分野における特殊法人等の独立行政法人への組織形態の変更
を含む整理合理化の改革は、どのように評価されるべきか。経済行政分野
は、目標設定や評価に関する仕組みによって、独立行政法人制度の利点と
して指摘されていた弾力的な財務運営や組織・人事管理の自律性の確保が
図られ、より一層の業務の効率化が期待される分野であるといえよう。し
たがって、特殊法人等から独立行政法人へと組織形態を変更した法人のみ
ならず、当初より行政機能の減量（アウトソーシング）のために設立され
た独立行政法人を含
(47)
めて、個別具体の検証を行うことが必要である。ただ
し、本稿では、この点まで立ち入ることができないので、課題の指摘にと
どめざるをえない。
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おわりに
規制緩和、規制改革の推進・進展に伴い、なお残る私人の経済活動への
行政による規制的介入手段については、直接的なものから間接的なもの
へ、また、事前規制型から事後規制型へ、権力的なものから非権力的なも
のへと、その基本的なありようが変わっている。例えば、経済界における
自主組織（業界団体）による相互調整機能が重視されるようになれば、行
政による介入も、事後的な監督などにその重心が移動して経済界における
自主的な調整機能を補完するような形で行われることになろう。経済行政
機関の担う役割のそのような変化に応じて、経済行政組織のあり方も変容
することになる。
このため、経済界における自主組織（業界団体）による相互調整機能の
意義、役割の変化、そして、その限界・問題点との関連で、経済行政組織
法制・編成のあり方をさらに検討することが後日の課題として残されてい
る。
また、経済行政組織に限らず、一般に行政組織は、行政主体の任務・事
務等が適確に遂行、処理されるように編成されなければならない。このた
めには、ひとつには、行政の総合性、一体性が担保されるように組織編成
がなされていることが必要となろう。国の行政組織については、「国家行
政組織は、…（中略）…、系統的にこれを構成しなければならない。」（行
組２条１項）、「国の行政機関は、…（中略）…、すべて、一体として、行
政機能を発揮するようにしなければならない。」（行組２条２項）との定め
があり、同様に、地方公共団体のそれについては、「普通地方公共団体の
執行機関の組織は、…（中略）…、系統的にこれを構成しなければならな
い。」（自治138条の３第１項）、「普通地方公共団体の執行機関は、…（中略）
…、すべて、一体として、行政機能を発揮するようにしなければならな
い。」（自治138条の３第２項）との定めがあって、これらの規定は、その理
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を表しているもので
(48)
ある。
もっとも、行政主体の任務・事務等の適確な遂行、処理の成否は、最終
的には、現実的にそれに当たる「人」＝?公務員」の如何にかかわっても
(49)
いると考える。組織・制度がいかに理想的、合理的に組み立てられたとみ
えたとしても、現実にその機関を占め、制度の運用に当たる者＝公務員の
能力が不十分であれば、その組織・制度は円滑に機能しないと考えられる
からで
(50)
ある。従来より行政法学においては、行政主体の組織、権限あるい
は職務の分配などに関する法制を、「狭義の行政組織法」と呼び、行政組
織の人的要素たる公務員に係る法制等を含めたそれを、「広義の行政組織
法」と呼んで
(51)
きたことにあらわれているとおり、組織法制と公務員法制と
は密接な関係にある。したがって、経済行政組織のあり方を研究するに際
しても、同時にまた、公務員法制のあり方の考察が必要不可欠となろう。
より具体的には、その機関を占める公務員の確保・養成に係る制度の検討
が求められよう。例えば、業規制にかかわる近年の裁判例の１つとして、
いわゆる大和都市管財国家賠償訴訟（大阪地判平成19年６月６日判時1974号
３頁、大阪高判平成20年９月26日訟月55巻６号
(52)
2195頁）を指摘しうるが、こ
の事件において、近畿財務局が1995年の業務改善命令を留保するに至る
(53)
顚末を想起するなどすれば、その感はいっそう強まる。これは一面に過ぎ
ないが、経済行政活動・作用に携わる公務員の人材確保・育成の課題につ
いても、改めて考察する機会を持ち
(54)
たい。
(１) 佐藤英善『経済行政法』〔成文堂、1990年〕173～177頁。
(２) 佐藤・前掲註（１）173～177頁。
(３) その一端については、例えば、田村達久『地方分権改革の法学分析』〔敬文堂、
2007年〕247～292頁、327～418頁で詳述、考察されている。
(４) 地方分権改革推進委員会・第2次勧告（平成20年12月８日）「第２章 国の出先
機関の見直しと地方の役割の拡大」、組織改革の案については、とりわけ、同章の
「５ 個別出先機関の事務・権限の見直しと組織改革（２）組織改革」を参照され
たい。
(５) 本稿は、佐藤英善先生の古稀を祝賀して刊行される首藤重幸・岡田正則編『経
済行政法の理論』〔日本評論社、2010年〕の記念論文集と一体をなすものとして執
日本における経済行政組織の法制・編成の変容と課題（田村) 759
筆されている。経済行政組織の法制・編成の考察において必要不可欠な他の課題の
考察、すなわち、経済行政の領域において政策形成に係る重要な役割を担う審議会
制度の考察や、経済行政領域における国・地方関係の問題の１つである国の地方支
分部局（いわゆる地方出先機関）に関するそれは、当該論文集に収められる関係論
稿に委ねられているため、本稿ではそれらの検討は割愛する次第である。
(６) 法令上、地方公共団体の行政運営の一原則として、効率性が明示されているの
に対して、国の行政運営については、そもそもそのような一般的な原則を明示する
法令は存在しない。ただし、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推
進に関する法律」（平成18年６月２日法律第47号）が、その法律題名のほかに、そ
の目的を明記する１条の規定のなかに、「効率的な政府」という文言を用いており、
そのことは、間接的ではあるが、効率性が国の行政運営に関してもその重要な原則
の１つであることを示していると考える。
(７) 佐藤・前掲註（１）173頁。「地方公共団体」の経済行政主体性をも考慮に含め
れば、経済行政主体・経済行政組織の「重層性」も指摘することができる（佐藤・
前掲註（１）174頁）。
(８) 佐藤・前掲註（１）175～176頁。
(９) 佐藤・前掲註（１）175頁。
(10) 例えば、行政改革会議最終報告（1997年12月３日）「Ⅳ 行政機能の減量（ア
ウトソーシング）、効率化等 ２ 減量（アウトソーシング）の在り方 ④特殊法
人との関係 ア 特殊法人の意義」を参照。
(11) 行政改革会議最終報告「Ⅳ 行政機能の減量（アウトソーシング）、効率化等
２ 減量（アウトソーシング）の在り方 ④特殊法人との関係 ウ 特殊法人の問
題点の克服」や、特殊法人等整理合理化計画（特殊法人等改革推進本部決定・2001
年12月18日）「Ⅰ 前文」を参照。
(12) 佐藤・前掲註（１）173～174頁。また、佐藤・前掲註（１）182～184頁では、
第２次臨時行政調査会（第２次臨調）の「行政改革に関する第３次答申（基本答
申）」（1982（昭和57）年７月30日）における内閣機能の強化に関する構想のなかに
見出しうる問題点の考察が行われている。
(13) 佐藤・前掲註（１）173～174頁。
(14) もっとも、ほかに、「長期経済計画の策定及び推進」（経済企画庁３条１号）
や、「経済全般の運営の基本方針及び毎年度の経済計画大綱の策定」（同３条２号）
の事務を経済企画庁が所掌する旨が規定されていたのであって、経済企画庁による
各種経済計画の策定および推進それ自体が、経済行政分野における総合調整機能を
果たすものと考えられてもいた。
(15) 佐藤・前掲註（１）129～137頁において、経済企画庁の職務と権限に関する考
察が、同庁の戦後の沿革についてのそれを含めて行われている。
(16) 梅原康生「経済企画庁」官庁と官僚（法学セミナー増刊・総合特集シリーズ
23）〔日本評論社、1983年〕153頁。
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(17) 浜川清「行政の公共性分析試論――行政組織法を素材として」渡辺左平編『民
主的行政改革の理論』〔大月書店、1978年〕186頁では、通商産業省設置法に定めら
れた任務ないし権限規定に係る注目すべき特徴として、各任務について、また、内
部組織たる局ごとに、基本的施策の企画・立案の権限が含まれていることが指摘さ
れていた。
(18) 総理府の外局であった国家公安委員会（警察庁）および金融庁が、内閣府の外
局として引き続き置かれた。防衛庁についても、省（防衛省）に格上げされる
（2007年１月９日）以前は、同様である。
(19) 村上水樹『経済産業省』〔インターメディア出版、2001年〕34頁。科学技術庁
から引き継いだ原子力の安全審査部門の業務を担う組織は、経済産業省の外局であ
る資源エネルギー庁の特別の機関たる「原子力安全・保安院」（経済産業省設置法
（平成11年７月16日法律第99号）21条１項）として編成された。
(20) 内閣の職務遂行を補助する機関としては、内閣府のほか、例えば、人事院（国
家公務員法（昭和22年10月21日法律第120号）３条１項）を指摘することができる
とともに、中央省庁等改革基本法において、「総務省は、内閣及び内閣総理大臣を
補佐し、支援する体制を強化する役割を担うものとして設置するものとする。」（別
表第二・備考一）と明記されることにより、総務省（総務省設置法（平成11年７月
16日法律第91号）２条）の、内閣・内閣総理大臣の補助機関性が明確化されること
となった。日本国憲法上、例えば、内閣・内閣総理大臣の人事行政権が認められて
おり（憲73条４号）、国家公務員法上、内閣総理大臣もまた、人事院と同様に、「中
央人事行政機関」とされていること（国公18条の２）から、国家公務員に係る「人
事行政」に関する職務遂行を補佐・補助する組織が必要である。そのための機関
が、人事院ではあるが、それと役割を分担する形で、総務省の所掌事務として、
「国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第二章（独立行政法人通則法（平
成十一年法律第百三号）第五十四条の二第一項において準用する場合を含む。）に
規定する中央人事行政機関たる内閣総理大臣の所掌する事務について、内閣総理大
臣を補佐すること」（総務省４条２号）が明示されるとともに、「国家公務員に関す
る制度の企画及び立案に関すること」（同条１号）、「前各号に掲げるもののほか、
国家公務員の人事行政に関すること（他の行政機関の所掌に属するものを除く。）」
（同条５号）などが明定されている。そして、総務省の内部部局として、当該所掌
事務を分掌する機関である「人事・恩給局」が置かれている（総務省組織令（平成
12年６月７日政令第246号）２条１項。なお、その分掌する所掌事務については、
同令４条にその定めがある。）。
(21) 塩野宏『行政法Ⅲ』〔第三版、有斐閣、2006年〕85頁では、以上の３点が、総
合調整事務を掌る内閣府の組織的特徴であると指摘されている。
(22) この指摘および３人の経済財政担当の政策統括官の具体的な分掌事務の内容に
ついては、川北隆雄・尾上進勇『内閣府』〔インターメディア出版、2001年〕63頁
および127～135頁を参照されたい。なお、国土交通省にも、国家行政組織法20条１
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項の規定を基礎に、局長級の分掌職である政策統括官が３人置かれている（国土交
通省組織令（平成12年６月７日政令第255号）２条１項）。
(23) 塩野・前掲註（21）58頁、宇賀克也『行政法概説Ⅲ』〔有斐閣、2008年〕138
頁。
(24) 塩野・前掲註（21）58頁、宇賀・前掲註（23）139頁ともに、経済財政諮問会
議が内閣それ自体の機能の強化を意図した組織とされている旨指摘する。
(25) ただし、「権限」規定は、経済産業省設置法には存しない。これは、中央省庁
等改革推進本部により決定された「中央省庁等改革に係る大綱」（平成11年１月26
日）に基づくものである（当該大綱の「Ⅳ 各省等設置法案等関係大綱 第１ 各
省等設置法案等関係大綱の基本的な考え方 ３．権限に関する規定」）。設置法にお
いて権限規定を置かないこととなった背景およびその意義については、例えば、藤
田宙靖『行政組織法』〔有斐閣、2005年〕42～43頁、稲葉馨「行政組織の再編と設
置法・所掌事務および権限規定」ジュリ1161号（1999年）118～119頁を参照された
い。
(26) 臨時行政調査会事務局監修『臨調 基本提言』〔財団法人・行政管理研究セン
ター、1982年〕47～48頁。
(27) 臨時行政調査会事務局監修・前掲註（26）48頁。
(28) 佐藤・前掲註（１）183～184頁。
(29) 晴山一穂「新自由主義的行政改革の論理と問題点」『行政法の変容と行政の公
共性』〔法律文化社、2004年〕（初出、原野翹・浜川清・晴山一穂編『民主化と公共
性の確保』〔法律文化社、2003年〕所収。原題「行政改革会議最終報告の批判的検
討」）66頁。
(30) 関係者からの報告として、例えば、大田弘子『経済財政諮問会議の戦い』〔東
洋経済新報社、2006年〕がある。また、小西敦「経済財政諮問会議の誕生、成長、
そして未来（上）（下）」自研83巻４号（2007年）56～78頁、５号（2007年）61～85
頁が、当該会議の、とりわけ内閣総理大臣の指導性への寄与の程度および態様・仕
方についての分析を行っている。さらに、小西敦「2001年経済財政諮問会議の分析
――議員等の発言状況を中心に（上）（下）」自研83巻11号（2007年）97～117頁、
12号（2007年）63～86頁が、議員の発言状況に関する資料を基に設置当初の当該会
議の活動の分析、評価を行っている。そこで、それらを手がかりに、経済行政領域
における総合調整機能とのかかわりの如何につき、さらなる分析が必要となろう。
(31) 例えば、晴山一穂教授は、会議発足以前において示された見解（晴山・前掲註
（29）書49頁）では、この点について懐疑的であった（晴山・前掲註（29）書73
頁）。
(32) 発足から麻生太郎内閣時代までの経済財政諮問会議議員の変遷の状況は、
http://www.keizai-shimon.go.jp/about/member/transition.htmlに掲載されて
いる。また、発足当初における民間議員の略歴については、例えば、川北・尾上・
前掲註（22）34～35頁でも知ることができる。
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(33) 川北・尾上・前掲註（22）40頁を参照。また、実際に議事要旨には発言者名が
明記されている。
(34) 議事録については、経済財政諮問会議運営規則では、「議長は、当該会議の議
事録を作成し、会議に諮った上で、一定期間を経過した後にこれを公表する。」（８
条１項）、「前項にかかわらず、議事録の公表が、我が国の利益に重大な支障を及ぼ
す恐れがある場合は、議長が会議の決定を経て非公表とすることができる。」（同条
２項）と定めれ、同規則８条１項にいう「一定期間」に関しては、経済財政諮問会
議における情報の公開等に係る運営細則において、「４年間」とされている。議事
録公表が４年後とされたのは、初代の経済財政政策担当大臣（額賀福志郎）が、
「任期２年で再任された場合でも（内閣府23条）、議員にはなっていないであろう４
年後」とする旨の発言に拠るようである（川北・尾上・前掲註（22）40頁）。
(35) 佐藤・前掲註（１）173頁。
(36) 総務庁行政管理局監修『特殊法人総覧 平成十二年版』〔財団法人・行政管理
研究センター、2000年〕。
(37) 認可法人のこの定義は、金子宏・新堂幸司・平井宜雄（編集代表）『法律学小
辞典 第四版補訂版』〔有斐閣、2008年〕990頁に拠る。
(38) 村上・前掲註（19）167頁と、財団法人・行政管理研究センター編『2001年新
府省 行政機構図』〔財団法人・行政管理研究センター、2000年〕88頁とを照らし
合わせると、環境省単独の所管の特殊法人と判断される。
(39) 村上・前掲註（19）167頁。ただし、財団法人・行政管理研究センター編・前
掲註（36）88頁によると、文部科学省との共管であり、かつ、文部科学省が主所管
省となるようである。
(40) ?政策金融改革に係る制度設計」（2006年６月27日政策金融改革推進本部決定・
行政改革推進本部決定）の「Ⅱ．新政策金融機関について ３．業務の在り方
(１）承継される業務 ③」を参照。
(41) ?政策金融改革に係る制度設計」（2006年６月27日政策金融改革推進本部決定・
行政改革推進本部決定）の「Ⅲ．商工組合中央金庫及び日本政策投資銀行の完全民
営化について」を参照。
(42) 特殊法人等整理合理化計画では、基盤技術研究促進センターに関しては、「廃
止する」とのみ記載されるにとどまるが、村上・前掲註（19）168頁には、その背
景についての簡潔な説明がなされている。
(43) 行政改革会議最終報告「Ⅳ 行政機能の減量（アウトソーシング）、効率化等
２ 減量（アウトソーシング）の在り方 (２）独立行政法人の創設 ① 基本的
な考え方 ア 目的」を参照。もっとも、この目的とのかかわりでも、独立行政法
人制度が果たして適切な対象に用いられているかなどの問題も当初より指摘されて
いる。例えば、参照、山本隆司「独立行政法人」ジュリ1161号（1999年）127頁以
下（特に、129～132頁）。
(44) 行政改革会議最終報告「Ⅳ 行政機能の減量（アウトソーシング）、効率化等
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２ 減量（アウトソーシング）の在り方 (２）独立行政法人の創設 ④ 特殊法
人との関係 ア 特殊法人の意義」を参照。
(45) 行政改革会議最終報告「Ⅳ 行政機能の減量（アウトソーシング）、効率化等
２ 減量（アウトソーシング）の在り方 (２）独立行政法人の創設 ④ 特殊法
人との関係 ウ 特殊法人の問題点の克服」を参照。なお、塩野・前掲註（21）90
頁では、独立行政法人通則法の制定により、国・地方公共団体以外の行政主体に関
する組織、運営等についての共通的な規範が法典化され、整備されたことの意義が
述べられるとともに、留意すべき点も指摘されている。
(46) 行政改革会議最終報告「Ⅳ 行政機能の減量（アウトソーシング）、効率化等
２ 減量（アウトソーシング）の在り方 (２）独立行政法人の創設 ④ 特殊法
人との関係 エ 独立行政法人と特殊法人の関係」を参照。
(47)『独立行政法人・特殊法人総覧（平成20年度版）』〔財団法人・行政管理研究セ
ンター、2008年〕によると、2008年10月１日現在、経済産業省所管の独立行政法人
は、11法人あり、また、特殊法人は、２法人ある。
(48) 地方自治法の当該規定の意義については、松本英昭『新版 逐条地方自治法』
〔第五次改訂版、学陽書房、2009年〕461頁を参照されたい。
(49) 佐藤英善『概説・論点・図表 地方公務員法』〔敬文堂、1990年〕序文１頁。
(50) このことは、佐藤・前掲註（49）序文４頁に指摘されている。
(51) 佐藤英善『行政法総論』〔日本評論社、1984年〕45～46頁。
(52) 抵当証券業の規制等に関する法律（昭和62年12月15日法律第114号。証券取引
法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年
６月14日法律第66号）１条３号の規定により廃止（2007年９月30日））に基づき、
2001年４月に抵当証券業の更新登録を拒否され、後に破綻した大和都市管財から抵
当証券を購入していた者が、大蔵省近畿財務局長（当時）が同法による監督規制権
限を適切に行使しなかったことに起因して損害が生じたと主張して、国家賠償法１
条に基づきその賠償を求めた訴訟である。第一審の大阪地方裁判所では、当該請求
について一部認容・一部棄却、控訴審の大阪高等裁判所では、原判決一部変更・請
求一部認容とされた（確定）。なお、大阪地方裁判所判決の評釈として、下山憲治
「判批」法セ639号111頁（2008年）、朝田とも子「判批」北法59巻１号249頁（2008
年）、小幡純子「判批」判評594号７頁（判時2005号169頁）（2008年）、稲葉一将
「判批」法セ増刊・速報判例解説２号45頁（2008年）が、また、大阪高等裁判判決
の評釈として、下山憲治「判批」早法84巻４号85頁（2009年）が、それぞれある。
(53) この点に関する大阪地方裁判所による事実認定は、判時1974号82～83頁に記載
されている。
(54) この一考察として、田村達久「経済行政と公務員法制――人材確保・育成のあ
り方を中心に」首藤・岡田編・前掲註（５）所収がある。
早法85巻３号（2010）764
